別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費　
	事業名:飛騨・美濃特産名人活用推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜果樹・特産係　電話番号：058-272-1111（内2865）

　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：235千円（前年度予算額：266千円）
	要求内容


	１　要求の内容


地域の活性化に意欲があり、技術又は技能を普及しようとする熱意が旺盛で、指導力、行動力がある人で、銘柄産地・産品づくりを地域で支えている優れた生産者を飛騨美濃特産名人として認定し、地域で一層活躍していただくための活動を支援する。
＜名人認定対象品目＞
　　　野　菜(20品目)トマト、いちご、ほうれんそう、だいこんなど
　　　果　樹(７品目)かき、なし、もも、りんご、みかん、くり、ギンナン

　　　花　き(１品目)【花き部門として認定】きく、ばら、カーネーションなど
　　　特　産(１品目)茶　　養蚕(１品目)養蚕
　　　畜　産(４品目)酪農、肉用牛、養豚、養鶏

　　その他(１品目)農産加工
	２　所要経費


（1） 飛騨美濃特産名人の新規認定　235千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	266
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	266

	要求額
	235
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	235

	２月1日時点
査定額
	235
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	235

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	地域において技術又は技能を普及しようとする熱意が旺盛で、指導力、行動力がある人であり、銘柄産地・産品づくりを地域で支えている優れた生産者を飛騨美濃特産名人として認定します。
名人には、産地の活力向上のための「技術伝承」的な役割を担って頂き、地域で一層活躍していただくための活動を支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	○指標を設定することができない場合の理由
毎年、市町村長から候補者の推薦がある場合、審査、認定しており、指標を設定することは難しい（平成23年度時点での名人認定数148名）。


（平成24年度の取組）

	8～9月　　 市町村長から飛騨美濃特産名人候補者の推薦報告
10月25日　飛騨美濃特産銘柄推進協議会幹事会（幹事10人）開催
11月19日　飛騨美濃特産銘柄推進協議会（委員10人）開催予定

12月中旬　 飛騨美濃特産名人認定証授与式開催予定


（平成24年度の成果）

	平成23年度は、5名（品目：いちご、さといも、茶、肉用牛、養豚）を飛騨美濃特産名人に認定し、地域で技術の伝承、後継者育成等に貢献いただいています。

平成24年度も市町村長から4名の候補者（品目：ほうれんそう、花き、なす、養豚）
の推薦があり、11月、飛騨美濃特産銘柄推進協議会で審査する予定です。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	　認定した飛騨美濃名人は、各産地にて「技術伝承」の役割を担い、産地の農業振興に貢献するため、事業の必要性は高いです。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 ○

	　飛騨美濃特産名人は、昭和63年～平成23年度までに148名を認定しており、毎年4名程度候補者が推薦されることから、事業(認定制度)の有効性はあります。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 ○

	　当事業の認定、設置要領等の改正を実施し、認定方法の簡素化、候補者を協議する幹事数の削減など効率化を図っています。


（今後の課題）

	飛騨美濃特産名人の、認定後の各産地における活動状況の把握をするとともに、今後、活動の支援をする必要があります。
　


（次年度の方向性）
	　担い手の高齢化が進む中、各産地における技術の伝承、後継者の育成は必須であり、
その役割を担う飛騨美濃特産名人を認定する当事業は、引き続き継続します。なお、今後の活動の支援方法について検討します。



